
 資料３－２ 

       解除権に関する四約款の改正案 

○公共工事標準請負契約約款 ○民間工事標準請負契約約款（甲） ○ 民間工事標準請負契約約款（乙） ○建設工事標準下請契約約款 
 （発注者の中止権及び催告解除権） 

第三十四条 発注者は、必要があると認め
るときは、書面をもって受注者に通知
して工事を中止し、又はこの契約を解
除することができる。この場合、発注者
は、これによって生じる受注者の損害
を賠償する。 

（発注者の中止権及び催告解除権） 
第二十四条 発注者は、必要があると認め
るときは、書面をもって受注者に通知し
て工事を中止し、又はこの契約を解除す
ることができる。この場合、発注者は、
これによって生じる受注者の損害を賠
償する。 

第三十六条 元請負人は、工事が完成し
ない間は、前条第一項に規定する場合の
ほか必要があるときは、この契約を解除
することができる。 

２・３ （略） 

（発注者の催告による解除権） 
第四十七条 発注者は、受注者が次の各

号のいずれかに該当するときは、相当
の期間を定めてその履行の催告をし、
その期間内に履行がないときは、この
契約を解除することができる。ただし、
その期間を経過した時における債務の
不履行がこの契約及び取引上の社会通
念に照らして軽微であるときは、この
限りでない。 

 
一 正当な理由なく、工事に着手すべ
き期日を過ぎても工事に着手しない
とき。 

二 工期内に完成しないとき又は工期
経過後相当の期間内に工事を完成す
る見込みがないと認められるとき。 

 
三 第十条第一項第二号に掲げる者を
設置しなかったとき。 

四 正当な理由なく、第四十四条第一
項の履行の追完がなされないとき。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 五 前各号に掲げる場合のほか、この
契約に違反したとき。 

 
２ 次の各号のいずれかに該当するとき

は、発注者は、書面をもって受注者に通
知して工事を中止し、又は相当の期間
を定めてその履行の催告を書面をもっ
て受注者に通知しその期間内に履行が
ないときはこの契約を解除することが
できる。ただし、その期間を経過した時
における債務の不履行がこの契約及び
取引上の社会通念に照らして軽微であ
るときは、この契約を解除することは
できない。 
一 受注者が正当な理由なく、着手期

日を過ぎても工事に着手しないと
き。 

二 工事が正当な理由なく工程表より
著しく遅れ、工期内又は期限後相当
期間内に、受注者が工事を完成する
見込がないと認められるとき。 

三 受注者が第五条又は第十七条第一
項の規定に違反したとき。 

四 受注者が正当な理由なく、第二十
九条第一項の履行の追完を行わな
いとき。 

五 受注者が建設業の許可を取り消さ
れたとき又はその許可が効力を失
ったとき。 

 六 資金不足による手形又は小切手の
不渡りを出す等受注者が支払いを
停止する等により、受注者が工事を
続行できないおそれがあると認め
られるとき。 

七 前各号に掲げる場合のほか、この
契約に違反したとき。 

３～５ （略） 

 
２ 次の各号のいずれかに該当するとき
は、発注者は、書面をもって受注者に通
知して工事を中止し、又は相当の期間を
定めてその履行の催告を書面をもって
受注者に通知しその期間内に履行がな
いときはこの契約を解除することがで
きる。ただし、その期間を経過した時に
おける債務の不履行がこの契約及び取
引上の社会通念に照らして軽微である
ときは、この契約を解除することはでき
ない。 
一 受注者が正当な理由なく、着手期

日を過ぎても工事に着手しないと
き。 

二 工事が正当な理由なく工程表より
著しく遅れ、工期内又は期限後相当
期間内に、受注者が工事を完成する
見込みがないと認められるとき。 

三 受注者が第三条又は第十条第一項
の規定に違反したとき。 

四 受注者が正当な理由なく、第十九
条第一項の履行の追完を行わないと
き。 

五 受注者が建設業の許可を取り消さ
れたとき又はその許可が効力を失っ
たとき。 

六 資金不足による手形又は小切手の
不渡りを出す等受注者が支払いを停
止する等により、受注者が工事を続
行できないおそれがあると認められ
るとき。 

七 前各号に掲げる場合のほか、この
契約に違反したとき。 

３～６ （略） 

（元請負人の催告解除権） 
第三十五条 元請負人は、下請負人が次
の各号のいずれかに該当するときは、相
当の期間を定めてその履行の催告をし、
その期間内に履行がないときは、この契
約を解除することができる。ただし、そ
の期間を経過した時における債務の不
履行がこの契約及び取引上の社会通念
に照らして軽微であるときは、この限り
でない。  

 
一 正当な理由なく、工事に着手すべ

き時期を過ぎても、工事に着手しな
いとき。 

二 その責めに帰すべき理由により工
期内又は工期経過後相当期間内に工
事を完成する見込がないと認められ
るとき。 

 
 
三 正当な理由なく、第三十三条第一

項の履行の追完がなされないとき。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
四 前各号に掲げる場合のほか、この

契約に違反したとき。 
  

（発注者の催告によらない解除権） 
第四十七条の二 発注者は、受注者が次

の各号のいずれかに該当するときは、
直ちに契約の解除をすることができ
る。 

 一 債務の全部の履行が不能であると
き。 

 二 受注者がその債務の全部の履行を
拒絶する意思を明確に表示したと
き。 

 三 債務の一部の履行が不能である場
合又は受注者がその債務の一部の
履行を拒絶する意思を明確に表示
した場合において、残存する部分の
みでは契約をした目的を達するこ
とができないとき。 

 四 契約の性質又は当事者の意思表示
により、特定の日時又は一定の期間
内に履行をしなければ契約をした
目的を達することができない場合
において、受注者が履行をしないで
その時期を経過したとき。 

 五 前各号に掲げる場合のほか、受注
者がその債務の履行をせず、発注者
が前条の催告をしても契約をした
目的を達するのに足りる履行がさ
れる見込みがないことが明らかで
あるとき。 

 六 第四十九条第一項の規定によらな
いでこの契約の解除を申し出たと
き。 

 
 七 受注者（受注者が共同企業体であ

るときは､その構成員のいずれかの
者。以下この号において同じ。）が
次のいずれかに該当するとき。 

  イ 役員等（受注者が個人である場
合にはその者を、受注者が法人で
ある場合にはその役員又はその支
店若しくは常時建設工事の請負契
約を締結する事務所の代表者をい
う。以下この号において同じ。）が
暴力団員による不当な行為の防止
等に関する法律（平成三年法律第
七十七号）第二条第六号に規定す
る暴力団員（以下この号において
「暴力団員」という。）であると認

（発注者の催告によらない解除権） 
第三十四条の二 発注者は、受注者が次

の各号のいずれかに該当するときは、
直ちに契約の解除をすることができ
る。 

 一 債務の全部の履行が不能であると
き。 

 二 受注者がその債務の全部の履行を
拒絶する意思を明確に表示したと
き。 

 三 債務の一部の履行が不能である場
合又は受注者がその債務の一部の
履行を拒絶する意思を明確に表示
した場合において、残存する部分の
みでは契約をした目的を達するこ
とができないとき。 

 四 契約の性質又は当事者の意思表示
により、特定の日時又は一定の期間
内に履行をしなければ契約をした
目的を達することができない場合
において、受注者が履行をしないで
その時期を経過したとき。 

 五 前各号に掲げる場合のほか、受注
者がその債務の履行をせず、発注者
が前条の催告をしても契約をした
目的を達するのに足りる履行がさ
れる見込みがないことが明らかで
あるとき。 

 六 受注者が第三十五条第四項各号の
いずれかに規定する理由がないに
もかかわらず、この契約の解除を申
し出たとき。 

（発注者の催告によらない解除権） 
第二十四条の二 発注者は、受注者が次
の各号のいずれかに該当するときは、直
ちに契約の解除をすることができる。 

 
 一 債務の全部の履行が不能であると

き。 
 二 受注者がその債務の全部の履行を

拒絶する意思を明確に表示したと
き。 

 三 債務の一部の履行が不能である場
合又は受注者がその債務の一部の履
行を拒絶する意思を明確に表示した
場合において、残存する部分のみで
は契約をした目的を達することがで
きないとき。 

 四 契約の性質又は当事者の意思表示
により、特定の日時又は一定の期間
内に履行をしなければ契約をした目
的を達することができない場合にお
いて、受注者が履行をしないでその
時期を経過したとき。 

 五 前各号に掲げる場合のほか、受注
者がその債務の履行をせず、発注者
が前条の催告をしても契約をした目
的を達するのに足りる履行がされる
見込みがないことが明らかであると
き。 

 六 受注者が第二十五条第二項各号の
いずれかに規定する理由がないにも
かかわらず、この契約の解除を申し
出たとき。 

（元請負人の催告によらない解除権） 
第三十五条の二 元請負人は、下請負人
が次の各号のいずれかに該当するとき
は、直ちに契約の解除をすることができ
る。 

 
 一 債務の全部の履行が不能であると

き。 
 二 下請負人がその債務の全部の履行

を拒絶する意思を明確に表示したと
き。 

 三 債務の一部の履行が不能である場
合又は下請負人がその債務の一部の
履行を拒絶する意思を明確に表示し
た場合において、残存する部分のみ
では契約をした目的を達することが
できないとき。 

 四 契約の性質又は当事者の意思表示
により、特定の日時又は一定の期間
内に履行をしなければ契約をした目
的を達することができない場合にお
いて、下請負人が履行をしないでそ
の時期を経過したとき。 

 五 前各号に掲げる場合のほか、下請
負人がその債務の履行をせず、元請
負人が前条の催告をしても契約をし
た目的を達するのに足りる履行がさ
れる見込みががないこと明らかであ
るとき。 

 六 第三十七条（下請負人の解除権）
第一項の規定によらないでこの契約
の解除を申し出たとき。 



   
められるとき。 

  ロ 暴力団（暴力団員による不当な
行為の防止等に関する法律第二条
第二号に規定する暴力団をいう。
以下この号において同じ。）又は
暴力団員が経営に実質的に関与し
ていると認められるとき。 

  ハ 役員等が自己、自社若しくは第
三者の不正の利益を図る目的又は
第三者に損害を加える目的をもっ
て、暴力団又は暴力団員を利用す
るなどしたと認められるとき。 

  ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員
に対して資金等を供給し、又は便
宜を供与するなど直接的あるいは
積極的に暴力団の維持、運営に協
力し、若しくは関与していると認
められるとき。 

  ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と
社会的に非難されるべき関係を有
していると認められるとき。 

  ヘ 下請契約又は資材、原材料の購
入契約その他の契約に当たり、そ
の相手方がイからホまでのいずれ
かに該当することを知りながら、
当該者と契約を締結したと認めら
れるとき。 

  ト 受注者が、イからホまでのいず
れかに該当する者を下請契約又は
資材、原材料の購入契約その他の
契約の相手方としていた場合（へ
に該当する場合を除く。）に、発注
者が受注者に対して当該契約の解
除を求め、受注者がこれに従わな
かったとき。 

（発注者の責めに帰すべき事由による
場合の解除の制限） 

第四十七条の三 前二条各号に定める事
由が発注者の責めに帰すべき事由によ
るものであるときは、発注者は、前二条
の規定による契約の解除をすることが
できない。  

（発注者の責めに帰すべき事由による
場合の解除の制限） 

第三十四条の三 前二条各号に定める事
由が発注者の責めに帰すべき事由によ
るものであるときは、発注者は、前二条
の規定による契約の解除をすることが
できない。  

（発注者の責めに帰すべき事由による
場合の解除の制限） 

第二十四条の三 前二条各号に定める事
由が発注者の責めに帰すべき事由に
よるものであるときは、発注者は、前
二条の規定による契約の解除をする
ことができない。  

（元請負人の責めに帰すべき事由によ
る場合の解除の制限） 

第三十五条の三 前二条各号に定める事
由が元請負人の責めに帰すべき事由
によるものであるときは、元請負人
は、前二条の規定による契約の解除を
することができない。  

（工事の完成前の解除に伴う措置） 
第五十条 発注者は、この契約が工事の

完成前に解除された場合においては、
出来形部分を検査の上、当該検査に合
格した部分及び部分払の対象となった
工事材料の引渡しを受けるものとし、
当該引渡しを受けたときは、当該引渡
しを受けた出来形部分に相応する請負
代金を受注者に支払わなければならな
い。この場合において、発注者は、必要
があると認められるときは、その理由
を受注者に通知して、出来形部分を最
小限度破壊して検査することができ
る。 

 （工事の完成前の解除に伴う措置） 
第三十六条 工事の完成前にこの契約を

解除したときは、発注者が工事の出来
形部分並びに検査済の工事材料及び建
築設備の機器（有償支給材料を含む。）
を引き受けるものとし、受ける利益の
割合に応じて受注者に請負代金を支払
わなければならない。 

（工事の完成前の解除に伴う措置） 
第二十四条の四 工事の完成前にこの契
約を解除したときは、発注者が工事の出
来形部分並びに検査済の工事材料及び
建築設備の機器（有償支給材料を含む。）
を引き受けるものとし、受ける利益の割
合に応じて受注者に請負代金を支払わ
なければならない。 

（工事の完成前の解除に伴う措置） 
第三十七条の二 元請負人は、工事の完

成前に契約が解除されたときは、工事
の出来形部分及び部分払の対象とな
った工事材料の引渡しを受ける。ただ
し、その出来形部分が設計図書に適合
しない場合は、その引渡しを受けない
ことができる。 

２ 元請負人は前項の引渡しを受けたと
きは、その引渡しを受けた出来形部分
及び工事材料に相応する請負代金を
下請負人に支払う。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧
に直接要する費用は、受注者の負担と
する。 

   

３ 第一項の場合において、第三十四条
（第四十条において準用する場合を含
む。）の規定による前払金[又は中間前
払金]があったときは、当該前払金の額
[及び中間前払金の額]（第三十七条及
び第四十一条の規定による部分払をし
ているときは、その部分払において償
却した前払金[及び中間前払金]の額を
控除した額）を同項前段の出来形部分
に相応する請負代金額から控除する。
この場合において、受領済みの前払金
額[及び中間前払金額]になお余剰があ
るときは、受注者は、解除が第四十七条
又は第四十七条の二第二項の規定によ
るときにあっては、その余剰額に前払
金[又は中間前払金]の支払いの日から
返還の日までの日数に応じ年〇パーセ
ントの割合で計算した額の利息を付し
た額を、解除が前二条の規定によると
きにあっては、その余剰額を発注者に
返還しなければならない。 

  注 [ ]の部分は、第三十四条（Ｂ）を使用する

場合には削除する。〇の部分には、たとえ

ば、政府契約の支払遅延防止等に関する法

律第八条の規定により財務大臣が定める

率を記入する。 

２ 発注者が第三十四条第二項又は第三
十四条の二の規定によりこの契約を解除
し、清算の結果過払いがあるときは、受
注者は、過払額について、その支払いを
受けた日から法定利率による利息を付け
て発注者に返還する。 

２ 第一項の場合において、前払金額に
残額のあるときは、受注者はその残額に
ついて前払金額受領の日から利子を付け
てこれを発注者に返さなければならな
い。 
 

３ 前項の場合において、第二十九条（前
金払）の規定による前払金があったと
きは、その前払金の額（第三十条（部
分払）の規定による部分払をしている
ときは、その部分払において償却した
前払金の額を控除した額）を同項の出
来形部分及び工事材料に相応する請
負代金額から控除する。この場合にお
いて、受領済みの前払金額になお余剰
があるときは、下請負人は、その余剰
額に前払金の支払の日から返還の日
までの日数に応じ、年○パーセントの
割合で計算した額の利息を付して元
請負人に返還する。 

４ 前項の規定のうち利息に関する部分
は、第三十六及び第三十七条の規定に
より解除された場合には適用しない。 

４ 受注者は、この契約が解除された場
合において、支給材料があるときは、第
一項の出来形部分の検査に合格した部
分に使用されているものを除き、発注
者に返還しなければならない。この場
合において、当該支給材料が受注者の
故意若しくは過失により滅失若しくは

   



   
き損したとき、又は出来形部分の検査
に合格しなかった部分に使用されてい
るときは、代品を納め、若しくは原状に
復して返還し、又は返還に代えてその
損害を賠償しなければならない。 

５ 受注者は、この契約が解除された場
合において、貸与品があるときは、当該
貸与品を発注者に返還しなければなら
ない。この場合において、当該貸与品が
受注者の故意又は過失により滅失又は
き損したときは、代品を納め、若しくは
原状に復して返還し、又は返還に代え
てその損害を賠償しなければならな
い。 

   

６ 受注者は、この契約が解除された場
合において、工事用地等に受注者が所
有又は管理する工事材料、建設機械器
具、仮設物その他の物件（下請負人の所
有又は管理するこれらの物件を含む。）
があるときは、受注者は、当該物件を撤
去するとともに、工事用地等を修復し、
取り片付けて、発注者に明け渡さなけ
ればならない。 

３ この契約を解除したときは、発注者、
受注者及び監理者が協議して発注者又
は受注者に属する物件について、期間
を定めてその引取り、後片付け等の処
置を行う。 

  

７ 前項の場合において、受注者が正当
な理由なく、相当の期間内に当該物件
を撤去せず、又は工事用地等の修復若
しくは取片付けを行わないときは、発
注者は、受注者に代わって当該物件を
処分し、工事用地等を修復若しくは取
片付けを行うことができる。この場合
においては、受注者は、発注者の処分又
は修復若しくは取片付けについて異議
を申し出ることができず、また、発注者
の処分又は修復若しくは取片付けに要
した費用を負担しなければならない。 

４ 前項の処置が遅れている場合におい
て、催告しても正当な理由なくなお行
われないときは、相手方は、代わってこ
れを行い、その費用を請求することが
できる。 

  

８ 第四項前段及び第五項前段に規定
する受注者のとるべき措置の期限、方
法等については、この契約の解除が第
四十七条又は第四十七条の二第二項の
規定によるときは発注者が定め、前二
条の規定によるときは受注者が発注者
の意見を聴いて定めるものとし、第四
項後段、第五項後段及び第六項に規定
する受注者のとるべき措置の期限、方
法等については、発注者が受注者の意
見を聴いて定めるものとする。 

   

 ５ 第一項に規定する場合において、前
各号の規定の他解除に伴い生じる事項
の処理については発注者、受注者及び
監理者が民法の規定に従って協議して
決める。 

３ 第一項に規定する場合において、前
二項の規定の他解除に伴い生じる事項
の処理については発注者、受注者及び監
理者が民法の規定に従って協議して決
める。 

 

（工事の完成後の解除に伴う措置） 
第五十条の二 発注者は、工事の完成後
にこの契約が解除された場合におい
て、引き渡された完成物のうち可分な
部分によって利益を受けるときは、当
該利益に応じて請負代金を受注者に支
払わなければならない。 

（工事の完成後の解除に伴う措置） 
第三十六条の二 発注者は、工事の完成

後にこの契約が解除された場合におい
て、引き渡された完成物のうち可分な
部分によって利益を受けるときは、当
該利益に応じて請負代金を受注者に支
払わなければならない。 

（工事の完成後の解除に伴う措置） 
第二十四条の五 発注者は、工事の完成
後にこの契約が解除された場合におい
て、引き渡された完成物のうち可分な部
分によって利益を受けるときは、当該利
益に応じて請負代金を受注者に支払わ
なければならない。 

（工事の完成後の解除に伴う措置） 
第三十七条の三 元請負人は、工事の完
成後にこの契約が解除された場合にお
いて、引き渡された完成物のうち可分な
部分によって利益を受けるときは、当該
利益に応じて請負代金を受注者に支払
わなければならない。 

２ 前項に規定する場合において、同項
の規定の他解除に伴い生じる事項の処
理については発注者、受注者及び監理
者が民法の規定に従って協議して決め
る。 

２ 前項に規定する場合において、同項
の規定の他解除に伴い生じる事項の処
理については発注者、受注者及び監理
者が民法の規定に従って協議して決め
る。 

２ 前項に規定する場合において、同項
の規定の他解除に伴い生じる事項の処
理については発注者、受注者及び監理者
が民法の規定に従って協議して決める。 

２ 前項に規定する場合において、同項
の規定の他解除に伴い生じる事項の処
理については元請負人、下請負人及び監
理者が民法の規定に従って協議して決
める。 

 


